
実地指導における主な指摘事項
～居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護～

高知県福祉指導課　介護指導担当

令和５年度　集団指導
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※　当課介護指導担当が令和５年度に実施した実地指導における主な指
　　摘事例及び注意点をまとめました。

※　本資料は、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護について
　　の資料です。「居宅介護」を例に各サービスに共通する事項を記載して
　　います。

※　本資料では、法令や資料等の名称について、略称で示しています。法
　令や資料等の名称の詳細は、別紙「主な関係法令等一覧」をご確認くだ
　さい。

※　本資料には、遵守すべき法令等の一部のみを記載していますので、各
　　サービスの事業の運営に当たっては、それぞれのサービスに係る法令
　　等を必ずご確認ください。



内容

１　居宅介護計画の作成

２　身体拘束等の禁止

３　虐待の防止

４　業務継続計画の策定等

５　衛生管理等
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内容

１　居宅介護計画の作成

２　身体拘束等の禁止

３　虐待の防止

４　業務継続計画の策定等

５　衛生管理等
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１　居宅介護計画の作成

＜指摘事例＞
・居宅介護計画や同行援護計画を作成していない。
・居宅介護計画に、派遣される従業者の種別について記載し
ていない。

①サービス提供責任者による居宅介護計画の作成
②利用者及びその同居の家族への説明と交付
③居宅介護計画の変更
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①サービス提供責任者による居宅介護計画の作成

　サービス提供責任者（第５条第２項に規定するサービ
ス提供責任者をいう。以下この節において同じ。）は、
利用者又は障害児の保護者の日常生活全般の状況及び希
望等を踏まえて、具体的なサービスの内容等を記載した
居宅介護計画を作成しなければならない。

（省令第171号第26条第１項より）
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①サービス提供責任者による居宅介護計画の作成

 居宅介護計画の作成に当たっては、利用者の状況を把
握・分析し、居宅介護の提供によって解決すべき課題を
明らかにし（アセスメント）、これに基づき、援助の方
向性や目標を明確にし、担当する従業者の氏名、従業者
が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を
明らかにするものとする。なお、居宅介護計画の様式に
ついては、各事業所ごとに定めるもので差し支えない。

（障発第1206001号第３の３（16）②より）
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①サービス提供責任者による居宅介護計画の作成

 なお、居宅介護については、派遣される従業者の種別
により所定単位数が異なる場合があることから、居宅介
護計画におけるサービス内容の記載に当たっては、派遣
される従業者の種別についても記載すること。

（障発第1031001号第２の２（１）①より）
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②利用者及びその同居の家族への説明と交付

 サービス提供責任者は、前項の居宅介護計画を作成し
た際は、利用者及びその同居の家族にその内容を説明す
るとともに、当該居宅介護計画を交付しなければならな
い。

（省令第171号第26条第２項より）
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③居宅介護計画の変更

 サービス提供責任者は、居宅介護計画作成後において
も、当該居宅介護計画の実施状況の把握を行い、必要に
応じて当該居宅介護計画の変更を行うものとする。
 第１項及び第２項の規定は、前項に規定する居宅介護
計画の変更について準用する。

（省令第171号第26条第３項及び第４項より）
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内容

１　居宅介護計画の作成

２　身体拘束等の禁止

３　虐待の防止

４　業務継続計画の策定等

５　衛生管理等
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２　身体拘束等の禁止

＜指摘事例＞
・身体拘束適正化検討委員会を開催していない。
・身体拘束等の適正化のための指針を整備していない。
・身体拘束等の適正化のための研修を実施していない。

①身体拘束等の原則禁止　
②やむを得ず身体拘束等を行う場合の手続きと記録
③身体拘束適正化検討委員会の開催とその結果の周知
④身体拘束等の適正化のための指針の整備
⑤身体拘束等の適正化のための研修の実施
⑥身体拘束廃止未実施減算
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①身体拘束等の原則禁止

 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供に当たっ
ては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護する
ため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利
用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」とい
う。）を行ってはならない。

（省令第171号第35条の２第１項より）
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②やむを得ず身体拘束等を行う場合の手続きと記録

 やむ得ず身体拘束を行う場合には、以下の３要件を全て満たす必要があり、その場合であって
も、身体拘束を行う判断は組織的にかつ慎重に行います。
切迫性  利用者本人又は他の利用者等の生命、身体、権利が危険にさらされる可能性が著しく
    高いことが要件となります。切迫性を判断する場合には、身体拘束を行うことにより本
    人の日常生活等に与える悪影響を勘案し、それでもなお身体拘束を行うことが必要な程
    度まで利用者本人等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が高いことを確認する必
    要があります。
非代替性 身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する方法がないことが要件となります。
    非代替性を判断する場合には、まず身体拘束を行わずに支援する全ての方法の可能性を
    検討し、利用者本人等の生命又は身体を保護するという観点から、他に代替手法が存在
    しないことを複数職員で確認する必要があります。また、拘束の方法についても、利用
    者本人の状態像等に応じて最も制限の少ない方法を選択する必要があります。
一時性  身体拘束その他の行動制限が一時的であることが要件となります。一時性を判断する
    場合には、本人の状態像等に応じて必要とされる最も短い拘束時間を想定する必要があ
    ります。

（『障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き』より）
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②やむを得ず身体拘束等を行う場合の手続きと記録

（１）「緊急やむを得ない場合」に該当するかどうかの判断は、担当のスタッフ個人（または数
名）では行わず、施設全体としての判断が行われるように、あらかじめルールや手続きを定めて
おく。（中略）施設内の「身体拘束廃止委員会」といった組織において事前に手続き等を定め、
具体的な事例についても関係者が幅広く参加したカンファレンスで判断する態勢を原則とする。
（２）利用者本人や家族に対して、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等
をできる限り詳細に説明し、十分な理解を得るよう努める。その際には、施設長や医師、その他
現場の責任者から説明を行うなど、説明手続きや説明者について事前に明文化しておく。
 仮に、事前に身体拘束について施設としての考え方を利用者や家族に説明し、理解を得ている
場合であっても、実際に身体拘束を行う時点で、必ず個別に説明を行う。
（３）緊急やむを得ず身体拘束を行う場合についても、「緊急やむを得ない場合」に該当するか
どうかを常に観察、再検討し、要件に該当しなくなった場合には直ちに解除すること。この場合
には、実際に身体拘束を一時的に解除して状態を観察するなどの対応をとることが重要である。

 （『身体拘束ゼロへの手引き』より）



②やむを得ず身体拘束等を行う場合の手続きと記録

 指定居宅介護事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う
場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の
状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記
録しなければならない。

（省令第171号第35条の２第２項より）
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②やむを得ず身体拘束等を行う場合の手続きと記録

身体的拘束等の基礎知識や手続き、記録等について

「身体拘束ゼロへの手引き」（２００１年３月）厚生労
働省身体拘束ゼロ作戦推進会議
https://www.wam.go.jp/wamappl/bb05kaig.nsf/0/1a0
6bd1862325ece49256a08001e5e43
（『ＷＡＭＮＥＴ』へのリンク）

https://www.wam.go.jp/wamappl/bb05kaig.nsf/0/1a06bd1862325ece49256a08001e5e43
https://www.wam.go.jp/wamappl/bb05kaig.nsf/0/1a06bd1862325ece49256a08001e5e43
https://www.wam.go.jp/wamappl/bb05kaig.nsf/0/1a06bd1862325ece49256a08001e5e43


③身体拘束適正化検討委員会の開催とその結果の周知

 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会
（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと
する。）を定期的に開催するとともに、その結果につい
て、従業者に周知徹底を図ること。

（省令第171号第35条の２第３項第１号より）
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③身体拘束適正化検討委員会の開催とその結果の周知

 同条第３項第１号の「身体拘束等の適正化のための対
策を検討する委員会」（以下「身体拘束適正化検討委員
会」という。）は、事業所に従事する幅広い職種により
構成する。構成員の責務及び役割分担を明確にするとと
もに、専任の身体拘束等の適正化対応策を担当する者を
決めておくことが必要である。

（障発第1206001号第３の３（26）②より）
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③身体拘束適正化検討委員会の開催とその結果の周知

 なお、身体拘束適正化検討委員会は、少なくとも１年
に１回は開催することが望ましいが、虐待防止委員会と
関係する職種等が相互に関係が深いと認めることも可能
であることから、虐待防止委員会と一体的に設置・運営
すること（虐待防止委員会において、身体拘束等の適正
化について検討する場合も含む。）も差し支えない。

（障発第1206001号第３の３（26）②より）



③身体拘束適正化検討委員会の開催とその結果の周知

  身体拘束適正化検討委員会における具体的な対応は、次のようなことを想定し
 ている。
 ア 身体拘束等について報告するための様式を整備すること。
 イ 従業者は、身体拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録するとともに、
  アの様式に従い、身体拘束等について報告すること。
 ウ 身体拘束適正化検討委員会において、イにより報告された事例を集計し、分
  析すること。
 エ 事例の分析に当たっては、身体拘束等の発生時の状況等を分析し、身体拘束
  等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討する
  こと。
 オ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。
 カ 適正化策を講じた後に、その効果について検証すること。

（障発第1206001号第３の３（26）②より）
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④身体拘束等の適正化のための指針の整備

　身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。
（省令第171号第35条の２第３項第２号より）
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④身体拘束等の適正化のための指針の整備

 同条同項第２号の指定居宅介護事業所が整備する「身体拘束等の適正化の
ための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。
 ア 事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方
 イ 身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
 ウ 身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針
 エ 事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基本方針
 オ 身体拘束等発生時の対応に関する基本方針
 カ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
 キ その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

（障発第1206001号第３の３（26）③より）
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⑤身体拘束等の適正化のための研修の実施

 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定
期的に実施すること。

（省令第171号第35条の２第３項第３号より）

24



⑤身体拘束等の適正化のための研修の実施

 職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指
定居宅介護事業所が指針に基づいた研修プログラムを作
成し、定期的な研修を実施（年１回以上）するとともに、
新規採用時には必ず身体拘束等の適正化の研修を実施す
ることが重要である。
 また、研修の実施内容について記録することが必要で
ある。

（障発第1206001号第３の３（26）④より）
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⑥身体拘束廃止未実施減算

 指定障害福祉サービス基準第35条の２第２項又は第３
項（指定障害福祉サービス基準第43条の４において準用
する場合を含む。）に規定する基準を満たしていない場
合は、１日につき５単位を所定単位数から減算する。

（告示第523号別表第１の１注16より）
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⑥身体拘束廃止未実施減算

 当該減算については、次の（一）から（四）に掲げる場合のいず
れかに該当する事実が生じた場合であって、速やかに改善計画を都
道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に
基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた
月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員に
ついて所定単位数から減算することとする。これは、適正なサービ
スの提供を確保するための規定であり、指定障害福祉サービス事業
所等は、身体拘束等の廃止を図るよう努めるものとする。

（障発第1031001号第２の１（12）③より）
⇒（一）から（四）は次のページへ
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⑥身体拘束廃止未実施減算

 (一)  指定障害福祉サービス基準又は指定障害者支援施設基準の規定に基づき
    求められる身体拘束等に係る記録が行われていない場合。なお、施設等に
    おいて身体拘束等が行われていた場合ではなく、記録が行われていない場
    合である点に留意すること。
 （二） 指定障害福祉サービス基準又は指定障害者支援施設基準の規定に基づき求
    められる身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催
    していない場合、具体的には、１年に１回以上開催していない場合。
    （中略）
 （三） 身体拘束等の適正化のための指針を整備していない場合。
 （四） 身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施していない場合、具体的
    には、研修を年１回以上実施していない場合。

（障発第1031001号第２の１（12）③より）
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⑥身体拘束廃止未実施減算

【実地指導における委員会と研修の「年１回」の考え方】

問
 身体拘束等廃止未実施減算の適用要件である、身体拘束適正化検
討委員会の開催及び研修の実施について、「年１回」とは、年度で
考えるのか。または、直近１年で考えるのか。

答
 直近１年で考える。

（Q＆A問18より）
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２　身体拘束等の禁止

身体拘束等の適正化の体制整備等について

「障害者虐待防止及び身体拘束等の適正化に向けた体制
整備等の取組事例集」（令和４年３月）PwC コンサル
ティング合同会社
https://www.mhlw.go.jp/content/000984210.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/000984210.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/001121499.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/gyakutaiboushi/tsuuchi.html


内容

１　居宅介護計画の作成

２　身体拘束等の禁止

３　虐待の防止

４　業務継続計画の策定等

５　衛生管理等
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３　虐待の防止

＜指摘事例＞
・虐待防止委員会を開催していない。
・虐待の防止のための研修を実施していない。
・担当者を設置していない。

①虐待防止委員会の開催とその結果の周知
②虐待の防止のための研修の実施
③担当者の配置
④虐待防止のための指針の作成
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①虐待防止委員会の開催とその結果の周知

 当該指定居宅介護事業所における虐待の防止のための
対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行
うことができるものとする。）を定期的に開催するとと
もに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

（省令第171号第40条の２第１号より）
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①虐待防止委員会の開催とその結果の周知

 同条第１号の虐待防止委員会の役割は、
 ・ 虐待防止のための計画づくり（虐待防止の研修、労働環境・
  条件を確認・改善するための実施計画づくり、指針の作成）。
 ・ 虐待防止のチェックとモニタリング（虐待が起こりやすい職
  場環境の確認等）
 ・ 虐待発生後の検証と再発防止策の検討（虐待やその疑いが生
  じた場合、事案検証の上、再発防止策を検討、実行）
 の３つがある。

（障発第1206001号第３の３（31）①より）



①虐待防止委員会の開催とその結果の周知

　虐待防止委員会の設置に向けては、構成員の責務及び
役割分担を明確にするとともに、専任の虐待防止担当者
（必置）を決めておくことが必要であり、虐待防止委員
会の構成員には、利用者やその家族、専門的な知見のあ
る外部の第三者等も加えることが望ましい。
 虐待防止委員会の開催に必要となる人数については事
業所の管理者や虐待防止担当者（必置）が参画していれ
ば最低人数は問わないが、委員会での検討結果を従業者
に周知徹底することが必要である。

（障発第1206001号第３の３（31）①より）
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①虐待防止委員会の開催とその結果の周知

 なお、虐待防止委員会は、少なくとも１年に１回は開
催することが必要であるが、身体拘束等適正化検討委員
会と関係する職種等が相互に関係が深いと認めることも
可能であることから、虐待防止委員会と一体的に設置・
運営することも差し支えない。

（障発第1206001号第３の３（31）①より）
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①虐待防止委員会の開催とその結果の周知

　 具体的には、次のような対応を想定している。
 ア 虐待（不適切な対応事例も含む。）が発生した場合、当該事案について報告す
  るための様式を整備すること。
 イ 従業者は、虐待の発生ごとにその状況、背景等を記録するとともに、アの様式
  に従い、虐待について報告すること。
 ウ 虐待防止委員会において、イにより報告された事例を集計し、分析すること。
 エ 事例の分析に当たっては、虐待の発生時の状況等を分析し、虐待の発生原因、
  結果等をとりまとめ、当該事例の再発防止策を検討すること。
 オ 労働環境・条件について確認するための様式を整備するとともに、当該様式に
  従い作成された内容を集計、報告し、分析すること。
 カ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。
 キ 再発防止策を講じた後に、その効果について検証すること。

（障発第1206001号第３の３（31）①より）
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②虐待の防止のための研修の実施

　当該指定居宅介護事業所において、従業者に対し、虐
待の防止のための研修を定期的に実施すること。

（省令第171号第40条の２第２号より）
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②虐待の防止のための研修の実施

 職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指
定居宅介護事業所の虐待防止委員会が作成した研修プロ
グラムを実施し、定期的な研修を実施（年１回以上）す
るとともに、新規採用時には、必ず虐待防止の研修を実
施することが重要である。
 また、研修の実施内容について記録することが必要で
ある。なお、研修の実施は、施設内で行う職員研修及び
協議会又は基幹相談支援センター等が実施する研修に事
業所が参加した場合でも差し支えない。

（障発第1206001号第３の３（31）③より）



③担当者の配置

　前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を
置くこと。

（省令第171号第40条の２第３号より）

 同条第３号の虐待防止のための担当者については、
サービス提供責任者等を配置すること。

 （障発第1206001号第３の３（31）④より）
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④虐待防止のための指針の作成

 指定居宅介護事業所は次のような項目を定めた「虐待防止のため
の指針」を作成することが望ましい。
ア 事業所における虐待防止に関する基本的な考え方
イ 虐待防止委員会その他施設内の組織に関する事項
ウ 虐待防止のための職員研修に関する基本方針
エ 施設内で発生した虐待の報告方法等の方策に関する基本方針
オ 虐待発生時の対応に関する基本方針
カ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
キ その他虐待防止の適正化の推進のために必要な基本方針

（障発第1206001号第３の３（31）②より）
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３　虐待の防止

虐待防止の対応等について

「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の
手引き」（令和５年７月）厚生労働省社会・援護局障害
保健福祉部障害福祉課地域生活・発達障害者支援室
https://www.mhlw.go.jp/content/001121499.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/001121499.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/gyakutaiboushi/tsuuchi.html


内容

１　居宅介護計画の作成

２　身体拘束等の禁止

３　虐待の防止

４　業務継続計画の策定等

５　衛生管理等
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４　業務継続計画の策定等
※令和６年４月１日から義務化

①業務継続計画の策定と必要な措置の実施
②業務継続計画の周知と研修及び訓練の実施
③業務継続計画の見直しと変更
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①業務継続計画の策定と必要な措置の実施

 指定居宅介護事業者は、感染症や非常災害の発生時に
おいて、利用者に対する指定居宅介護の提供を継続的に
実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を
図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策
定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなけれ
ばならない。

（省令第171号第33条の２第１項より）
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①業務継続計画の策定と必要な措置の実施

 ア 感染症に係る業務継続計画
  a 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、
   備蓄品の確保等）
  b 初動対応
  c 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、
   関係者との情報共有等）
 イ 災害に係る業務継続計画
  a 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフライ
   ンが停止した場合の対策、必要品の備蓄等）
  b 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）
  c 他施設及び地域との連携

（障発第1206001号第３の３（23）②より）
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①業務継続計画の策定と必要な措置の実施

【参考資料】

「障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症発
生時の業務継続ガイドライン」（令和２年12月）厚生労働省社会・
援護局障害保健福祉部
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo
/kaigo_koureisha/douga_00003.html

「障害福祉サービス事業所等における障害福祉サービス事業所等に
おける自然災害発生時の業務継続ガイドライン」（令和３年３月）
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00003.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html


②業務継続計画の周知と研修及び訓練の実施

　指定居宅介護事業者は、従業者に対し、業務継続計画
について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期
的に実施しなければならない。

（省令第171号第33条の２第２項より）
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②業務継続計画の周知と研修及び訓練の実施

 従業者教育を組織的に浸透させていくために、定期的
（年１回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時
には別に研修を実施することが望ましい。また、研修の
実施内容についても記録すること。

（障発第1206001号第３の３（23）③より）
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②業務継続計画の周知と研修及び訓練の実施

 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した
場合において迅速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、指定
居宅介護事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合
に実践する支援の演習等を定期的（年１回以上）に実施するものと
する。
 訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上
及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが
適切である。

（障発第1206001号第３の３（23）④より）
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③業務継続計画の見直しと変更

 指定居宅介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直
しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うもの
とする。

（省令第171号第33条の２第３項より）
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内容

１　居宅介護計画の作成

２　身体拘束等の禁止

３　虐待の防止

４　業務継続計画の策定等

５　衛生管理等
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５　衛生管理等
（感染症の予防及びまん延の防止のための措置）
※令和６年４月１日から義務化

①感染対策委員会の開催とその結果の周知
②感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備
③感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練
の実施
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①感染対策委員会の開催とその結果の周知

 当該指定居宅介護事業所における感染症の予防及びま
ん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話
装置その他の情報通信機器を活用して行うことができる
ものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果
について、従業者に周知徹底を図ること。

（省令第171号第34条第３項第１号より）
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①感染対策委員会の開催とその結果の周知

 構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするととも
に、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対策担当
者」という。）を決めておくことが必要である。感染対
策委員会は、利用者の状況など指定居宅介護事業所の状
況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催する
とともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応
じ随時開催する必要がある。

（障発第1206001号第３の３（24）②アより）
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②感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備

 当該指定居宅介護事業所における感染症の予防及びま
ん延の防止のための指針を整備すること。

（省令第171号第34条第３項第２号より）
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②感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備

 当該指定居宅介護事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のため
の指針」には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。
 平常時の対策
  ・指定居宅介護事業所内の衛生管理（環境の整備等）
  ・支援にかかる感染対策（手洗い、標準的な予防策）等
 発生時の対応
  ・発生状況の把握
  ・感染拡大の防止
  ・医療機関や保健所
  ・市町村における事業所関係課等の関係機関との連携
  ・行政等への報告等
 また、発生時における指定居宅介護事業所内の連絡体制や上記の関係機関
への連絡体制を整備し、明記しておくことも必要である。

（障発第1206001号第３の３（24）②イより）57



③感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練
の実施

 当該指定居宅介護事業所において、従業者に対し、感
染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定
期的に実施すること。

（省令第171号第34条第３項第３号より）
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③感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練
の実施

 職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該指
定居宅介護事業所が定期的な教育（年１回以上）を開催
するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施する
ことが望ましい。また、研修の実施内容についても記録
することが必要である。

（障発第1206001号第３の３（24）②ウより）
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③感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練
の実施

 また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時
の対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以
上）に行うことが必要である。訓練においては、感染症発生時にお
いて迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内
容に基づき、指定居宅介護事業所内の役割分担の確認や、感染対策
をした上での支援の演習などを実施するものとする。
 訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上
及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが
適切である。

（障発第1206001号第３の３（24）②ウより）
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５　衛生管理等

【参考資料】

「訪問系障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マ
ニュアル」（令和２年12月）厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉
部
https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/1225_houmon-
2_s.pdf
「障害福祉サービス事業所等における感染対策指針作成の手引き」
（令和４年３月）MS&ADインターリスク総研株式会社
https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000712997.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/1225_houmon-2_s.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/1225_houmon-2_s.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html


62

おわりに

　実地指導におけるその他の指摘事例については、当課WEBサ
イトや高知県庁本庁舎の県民室において公開しています。

「平成30年度～令和5年度障害福祉サービス事業者等実地指導・監査結果」
https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/060601/2018012600567.html

ご静聴、ご精読、ありがとうございました。

https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/060601/2018012600567.html
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主な関係法令等一覧

・省令第171号：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害
 福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第171号）
・障発第1206001号：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定
 障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成18年12月６日付
 け障発第1206001号）
・告示第523号：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害
 福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18
 年厚生労働省告示523号）
・障発第1031001号：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定
 障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の
 制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年10月31日付け障発第1031001号）
・Ｑ＆Ａ：令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.1（令和３年３月31日
 付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡）
・『障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き』：『障害者福祉施設等におけ
 る障害者虐待の防止と対応の手引き』（令和５年７月厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部
 障害福祉課 地域生活・発達障害者支援室）
・『身体拘束ゼロへの手引き』：『身体拘束ゼロへの手引き』（2001 年３月厚生労働省身体拘束
 ゼロ作戦推進会議）


